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Abstract This study is not a consideration from the aspect of donation taxation regarding 
hometown tax payment, which is a current social problem. This is a study to verify what the 
donation itself should be and what the original donation should be, while considering the 
Income Tax Act again, especially based on the donation under the Corporation Tax Act.       
Therefore, in consideration of the changes of the times, we decided to take up three judicial 
precedents and analyze and examine how the original idea of donations has changed due to 
the changes of the times. 













 我が国において、所得税法が創設されたのは明治 20 年（1887 年)といわれている。2 当
時は法人税についてまだ課税されていなかった。法人税が課税対象となるのは明治 32 年





その後、昭和 40 年（1965 年）の法人税法の全文改正により法人税法における各事業年度
の課税所得の算定が行われるようになった。しかし、「益金の額」の定義については、法人
税法 22 条 2 項の「益金に算入すべき金額」として規定されるようになったが、「損金の額」
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ことを擬制したと解することができる。10 勿論、法人税法 22 条 2 項のすべての理解に満足
を与えるものではないが、無利息融資の利益を収益とする根拠が示されているように解さ
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4-1 清水惣事件判決 18 19 
【事件の概要】 X(原告・被控訴人)は、織物、繊維製品、雑貨の売買と貿易を目的とす
る株式会社である。訴外 T は、昭和 37 年 11 月 1 日に繊維、化成品の製造と販売を目的
として設立された株式会社である。T の昭和 40 年 11 月 30 日現在の発行済株式４万株の
うち、１万 6028 株を X が保有しており、X と T とは親子会社の関係にあって、ともに
法人税法上の同族会社である。X は昭和 37 年 12 月 1 日 T に対し、その事業達成を援助
する目的で期間を 3 ヵ年に限り、4000 万円を限度として無利息で融資する旨の契約を締
結した。 
この契約に基づき、X は T に 対して、昭和 39 年事業年度において各月末残高 2654
万円の融資を行った(以下、「本件無利息融資」という)。Y 税務署長(被告・控訴人)は、
本件無利息融資につき、年 10％の利率による利息相当額を寄附金と認定し、寄附金損金不
算入額として、昭和 39 事業年度の所得金額 に 206 万 1013 円、昭和 40 事業年度のそれ
に 258 万 2134 円を各加算計上する更正処分を行った。これに対して、異議申告および審
査請求を経て X が出訴。  
第 1 審では租税回避行為の否認を理由として利息相当額を益金に算入出来るかどうかが
争われ、大津地判昭和 47 年 12 月 13 日(月報 19 巻 5 号 40 項)は、結論としてこれを消極
的に解し、X の請求を認容して本件更正処分を取り消した。 
Y は控訴し、次のように主張した。本件無利息融資に係る利息相当額は、法人税法 22
条 2 項の「無償による役務の提供」に係る収益として認識され、X の益金を構成する。し
かし、この収益は現実には X の資産として残存せず、寄附金として社外流出している。
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5-1 南西通商株式会社事件判決 26 
【事件の概要】 金融業を営む X1（原告・控訴人・上告人）は、その設立以来、個人であ
る X2（原告・ 控訴人・上告人）が実質的に資本金を全額出資している会社であり、X2 が
代表者として経営を支配している。X1 は訴外取引先銀行の株式（以下、「本件株式」とい
う。）を X1 の代表取締役である X2 に対して譲渡した。これに対し Y（税務署長－被告・
被控訴人・被上告人）は、本件株式の譲渡は時価よりも低廉な価格でなされたものであると
して、時価との差額に相当する金額は法人税法 22 条 2 項により、X1 の所得計算上益金
に算入すべきであるとして更正処分行った事案である。 














が、時価より低い価額で本件株式を譲渡した本件には、法人税法 22 条 2 項が適用され、
本件株式の譲渡価額と時価との差額に相当する金額が益金に算入されるというべきであ
る。」と判示し、X1 らの請求を棄却した。  
第 2 審（福岡高裁宮崎支部）28 は、第 1 審の判示部分をほぼそのまま引用し、X1 らの


































判示した。そして、商事法利息(商法 514 条)である年利 6％を適用とし、利息相当額は無償
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かと思われる。33 換言すると、遺贈による法人の土地取得は、法人税法 22 条 2 項の無償
による資産の譲受に該当し、当該事業年度の収益となる。その土地の取得価格の算定は同法










6-1 オウブンシャホ－ルディング事件判決 35 
オウブンシャホールディング事件は、株主間の割合的持分の移転についての課税が問題
となった事件である。事実認定の方法、法人税法 22 条 2 項の意義、37 条の寄附金の意義、
132 条の同族会社の行為計算否認規定の意義等、多くの論点を含む事件であった。  




























5-3  論証と検討 
つまり、第 1 審では、無償による資産の譲渡からも収益が生じていると認識され、キヤピ
タルゲイン課税説を援用している。また、適正所得算出のために無償取引も収益として擬制
して計上されることにより、収益とみなすとして、法人税法 22 条 2 項の性格がみなし規定
であり、創設的規定であるとしている。第 1 審でのこのような 創設的規定判断は、裁判例
としては初めてのようである。29 
結局、最高裁判決は、資産の値上がり益に対する課税繰延べを防止するという立法政策 
を宣明し、低額譲渡を法人税法 22 条 2 項にいう有償による資産の譲渡に該当するとしつ
つ、同項の趣旨を根拠に、低額譲渡からも適正価額相当額の収益があったものとしている点
および補強材料として寄附金規定を援用する点において、適正所得算出説の無償取引に係
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割合的持分の移転（株主間取引）をどう取り扱うかという点、そして、課税すべきとすれば、
課税すべき価額の算定方法をどうするかという点が問題である。ただし、外国子会社への現
物出資時の圧縮については、その後の平成 10 年税制改正で、認められないことになった。 
結局、１審 37 では、有利な第三者割当増資には原告の行為は存在しないので法人税法第
22 条 2 項の取引には該当しないとした。控訴審 38 では、無償による持ち分の譲渡がなさ
れたと認定することができ、法人税法 22 条 2 項に規定する資産の譲渡にあたらないまで
も、無償によるその他の取引にあたると判断した。つまり、同法が規定する取引とは関係者







































6-3 論証と検討  
法人税法 22 条 2 項に規定されている無償取引は、取引に係る収益を前提としている。し
かしこの取引の概念についても、必ずしも統一的な見解が確立されているわけではない。そ
の意味で概念規定について争われた事案でありとても興味深い。いわゆる第三者割当増資
による持株割合の変動を収益の額とすることが、法人税法 22 条 2 項の適用範囲となり得る
かについて検討された。さらに、法人税法 132 条の同族会社の行為計算否認規定の適用の
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1 法人税法第 37 条 7 項・8 項 一般に判例、通則では「資産又は経済的利益を対価なく他に移転させる
場合であって、その行為に通常の経済取引として是認できる合理性が存在しないもの」と解されてい
る。 
2 磯部喜久雄「創設所得税法概説-明治 20 年の所得税法誕生物語-」 国税庁 ホ－ムぺ－ジ 参考。
https://www.nta.go.jp/about/organization/ntc/kenkyu/ronsou/30/222/hajimeni.htm.。2020.10.8. 
3 高橋志朗「我が国法人税の発達－法人税の誕生から『シャウプ勧告』発表前夜まで-」東北学院大学経済
論集第 171 号、2009 年 9 月、35 頁、引用。 
4 高木克己「法人税法における益金の概念」駒大経営研究 37 巻第 1,2 2007 年、1 頁、引用。 
5 図子善信「法人税法 22 条 2 項の無償取引について-本規定は租税回避の否認規定か-」税大ジャ－ナル 4 
2006 年 11 月、23 頁、参考。 
6 同 23 頁、参考。 












8 所得税基本通達 59－6 みなし譲渡課税の通達 







 二 著しく低い価額の対価として政令で定める額による譲渡（法人に対するものに限る。） 
つまり、個人から法人に対して資産を贈与又は著しく低い対価で譲渡した場合、所得税法は時価による
譲渡があったものとみなして課税します（みなし譲渡）。 
9 金子宏「租税法（第 11 版）」弘文堂、2006 年、279 頁、引用。 
10 図子善信 前掲書 24 頁、参照。 
11 清水敬次「無償取引と寄付金の認定－親子会社間の無利息融資高裁判決に関連して-」税経通信 33 巻 3
号 4 頁 1978 年、一部参考。 
12 金子宏「無償取引と法人税－法人税 22 条 2 項を中心として-」法学協会百周年記念論文集第二巻 1983
年、161 頁、参考。 
13 碓井光明「時価との差額に係る収益認定の構造と法理」税経 20 巻 15 号、1977 年、66 頁、参考。 
14 井上雅登「法人税法における無償取引課税の一考察－課税の根拠と適用範囲を中心として-」神田学友
会（専修大学大学院）第 49 号 2011 年 9 月、30 頁、引用。 
15 同 32 頁、引用。 
16 金子宏「無償取引と法人税－法人税法２２条２項を中心として－」同「所得課税の法と政策(所得課税
の基礎理論(下))」 有斐閣、1996 年、一部引用、一部参考。 
17 井上雅登 前掲書 33 頁、参考。 
18 金子宏編著「ケースブック租税法」弘文堂、2013 年、466 頁、参考。 
19 大阪高判昭和 53 年 3 月 30 日判決（高裁民集 31 巻 1 号 63 頁 判例時報 925 号 51 頁）一部引用。 
20 裁判所 裁判例検索 ホ－ムぺ－ジ 
https://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/detail3?id=22369.2020.10.6.引用。 
21 法人税額更正決定取消等請求控訴事件,平成 28．2.10．名古屋高等裁判所、民事第 4 部、参考。 
22 裁判所 同、一部引用、一部変更。 




























                                   
注記：共同著者の役割 
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場合であって、その行為に通常の経済取引として是認できる合理性が存在しないもの」と解されてい
る。 
2 磯部喜久雄「創設所得税法概説-明治 20 年の所得税法誕生物語-」 国税庁 ホ－ムぺ－ジ 参考。
https://www.nta.go.jp/about/organization/ntc/kenkyu/ronsou/30/222/hajimeni.htm.。2020.10.8. 
3 高橋志朗「我が国法人税の発達－法人税の誕生から『シャウプ勧告』発表前夜まで-」東北学院大学経済
論集第 171 号、2009 年 9 月、35 頁、引用。 
4 高木克己「法人税法における益金の概念」駒大経営研究 37 巻第 1,2 2007 年、1 頁、引用。 
5 図子善信「法人税法 22 条 2 項の無償取引について-本規定は租税回避の否認規定か-」税大ジャ－ナル 4 
2006 年 11 月、23 頁、参考。 
6 同 23 頁、参考。 












8 所得税基本通達 59－6 みなし譲渡課税の通達 







 二 著しく低い価額の対価として政令で定める額による譲渡（法人に対するものに限る。） 
つまり、個人から法人に対して資産を贈与又は著しく低い対価で譲渡した場合、所得税法は時価による
譲渡があったものとみなして課税します（みなし譲渡）。 
9 金子宏「租税法（第 11 版）」弘文堂、2006 年、279 頁、引用。 
10 図子善信 前掲書 24 頁、参照。 
11 清水敬次「無償取引と寄付金の認定－親子会社間の無利息融資高裁判決に関連して-」税経通信 33 巻 3
号 4 頁 1978 年、一部参考。 
12 金子宏「無償取引と法人税－法人税 22 条 2 項を中心として-」法学協会百周年記念論文集第二巻 1983
年、161 頁、参考。 
13 碓井光明「時価との差額に係る収益認定の構造と法理」税経 20 巻 15 号、1977 年、66 頁、参考。 
14 井上雅登「法人税法における無償取引課税の一考察－課税の根拠と適用範囲を中心として-」神田学友
会（専修大学大学院）第 49 号 2011 年 9 月、30 頁、引用。 
15 同 32 頁、引用。 
16 金子宏「無償取引と法人税－法人税法２２条２項を中心として－」同「所得課税の法と政策(所得課税
の基礎理論(下))」 有斐閣、1996 年、一部引用、一部参考。 
17 井上雅登 前掲書 33 頁、参考。 
18 金子宏編著「ケースブック租税法」弘文堂、2013 年、466 頁、参考。 
19 大阪高判昭和 53 年 3 月 30 日判決（高裁民集 31 巻 1 号 63 頁 判例時報 925 号 51 頁）一部引用。 
20 裁判所 裁判例検索 ホ－ムぺ－ジ 
https://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/detail3?id=22369.2020.10.6.引用。 
21 法人税額更正決定取消等請求控訴事件,平成 28．2.10．名古屋高等裁判所、民事第 4 部、参考。 
22 裁判所 同、一部引用、一部変更。 




























                                   
注記：共同著者の役割 
 １、村田洋 筆頭筆者 論文の内容、目的、意義、結論の出筆 
２、木村和也 法人税法検討  税務的確認事項担当 
３、川嶋啓右 判例検討    判例検証担当 
４、藤田則貴 英文検討    英文検証担当 
５、重村智計 法律構成検討  総合的内容確認担当 
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24 最高裁平成 7 年 12 月 19 日判決（平成 6 年（行ツ）第 75 号）『LEX/DB インターネット TKC 
法律情報テータベース』 文献番号 22008541。 
25 大阪高裁昭和 39 年 9 月 24 日判決（昭和 31 年（ネ）第 1037 号）『LEX/DB インターネット 







26 南西通商株式会社事件 同。最判第三小法廷平成 7 年 12 月 19 日判決。一部引用。 
27 宮崎地裁平成 5 年 9 月 17 日判決（平成 4 年（行ウ）第 2 号、平成 4 年（行ウ）第 3 号）
『LEX/DB インターネット TKC 法律情報テータベース』 文献番号 22006942。一部引用。  
28 福岡高裁平成 6 年 2 月 28 日判決（平成 5 年（行コ）第 3 号）『LEX/DB インターネット TKC 
法律情報テータベース』文献番号 22008410。一部引用。 
29 増井良啓「低額譲渡と法人税法 22 条 2 項」租税判例百選［第 4 版］有斐閣、2005 年 10 月、96-97
頁、参考。 
30 増井良啓「資産の低額譲渡と法人税法 22 条 2 項にいう収益の額」税研第 106 号、2002 年.486 
頁、参考。 
31 第６回 民間法制・税制調査会. 議事概要. 資料４、参考。 
32 武田昌輔編著「DHC コンメンタール法人税法 第 2 巻」第一法規、1979 年 4 月、1107 の 5 頁、参
考。 
33 東京高裁平成 3 年 2 月 5 日判決（東京高裁平成 2 年（行コ）第 30 号 TAINS コード Z175-
6452）。参考。 
 【事件の概要】有限会社 X（原告，控訴人）の前代表取締役である訴外 A が、昭和 58 年 5 月 20 日
に死亡した。X は A から、A が所有していた土地（以下「本件土地」という。）の遺贈（以下「本件 
遺贈」という。）を受けた。X は、本件事業年度中である昭和 58 年 12 月 21 日、A の相続人である 
B と C に対し、本件遺贈に対する減殺請求に対する価額弁償として、各 500 万円（計 1000 万円） 
を支払った。次いで、X は、A の相続人である D に対し、D がした本件遺贈に対する減殺請求に対
する価額弁償として、昭和 59 年 5 月 17 日付の契約に基づき、同月 31 日に 1000 万円を、同年 9 
月 21 日に 200 万円をそれぞれ支払った（計 1200 万円）。さらに X は、A の相続人である E に対
し、E がした本件遺贈に対する減殺請求に対する価額弁償として、昭和 59 年 6 月 22 日に東京家庭
裁判 所において成立した調停に基づいて、1800 万円を支払うことになった。よって X は、D と E 
に対する計 3000 万円の価額弁償により本件遺贈による受贈益が減少し X の本件事業年度の所得金額
が別表 記載の修正申告の額よりも 3000 万円減少することになるとして更正の請求をしたところ、税
務署長 Y（被告，被控訴人）は更正をすべき理由がない旨の通知処分をした。これらを不服とした X 
は賦課 決定処分等の取り消しを求め、不服申し立てを経て提訴した。第１審は Y の主張を全面的に支
持し たため、X が控訴したのが本件である。 





的利益の額は、製造業者等のその資産の取得価額の 3 分の 2 に相当する金額から販売業 者等がその
取得のために支出した金額を控除した金額とし、当該金額（同一の製造業者等から 2 以上の資産を取




(3) 展示用モデルハウスのように製造業者等の製品の見本であることが明らかなもの (注) 広告宣伝用
の看板、ネオンサイン、どん帳のように、専ら広告宣伝の用に供される資産につい ては、その取得に
よる経済的利益の額はない。 4－2－2 4－2－1 は、販売業者等が製造業者等から広告宣伝用の資産の
取得に充てるため金銭の 交付を受けた場合について準用する。参考。 
35 平成 18 年 1 月 24 日 第三小法廷判決 平成 16 年（行 ヒ）第 128 号 法人税更正処分等取消請求事
件、控訴 審・平成 16 年 1 月 28 日東京高裁判決、一審・平成 13 年 11 月 9 日東京地裁判決。一
部引用。 
 
36 中里実「『租税法と私法』論再考」税研第 114 号、2004 年 3 月。「課税の対象となる契約 が不存在・
無効とされた結果として課税が是認された のではなく、個別の契約を越えた『合意』というもの が認
定ないし擬制されて」いるとされ、この考え方を 「合意の認定・擬制による『否認』と呼ぶことが可
能 なのではなかろうかと思われる」 ①法人税基本通達 9-1-14(4)及び 9-1-15 の定め（当時）は、「法
人の収益の額を算定する前提 としての株式の価額を評価する場合においても合理 性を有するものとし
て妥当するというべきである」としたが、一定の場合に「一株当たりの純資産価額等を 参酌して通常













37 東京地裁平成 13 年 11 月 9 日判決。参考。 
38 東京高裁平成 16 年 1 月 28 日判決。参考。 
39 末永英雄「法人税法 22 条 2 項の取引の範囲について-オウブンシャホ－ルディング事件における第三者
割当増資を題材にして-」『海外事情研究』第 33 巻第 2 号 2006 年.159 頁、参考。 
40 水野忠恒「オウブンシャホ－ルディング事件」租税判例百選［第４版］有斐閣、2005 年 10 月、122-
125 頁、参考。 
41 高木克己「法人税法における益金の概念」駒大経営研究 37 巻 1・2 号、2005 年 12 月、27 頁、引用。 













は、次の法人をいいます（以下「特定公益増進法人」といいます。）。イ 独立行政法人 ロ 地方独立行
政法人のうち、一定の業務を主たる目的とするもの ハ 自動車安全運転センター、日本司法支援セン
ター、日本私立学校振興・共済事業団及び日本赤十字社 二 公益社団法人及び公益財団法人 ホ 私立
学校法第 3 条に規定する学校法人で学校の設置若しくは学校及び専修学校若しくは各種学校の設置を主
たる目的とするもの又は私立学校法第 64 条第 4 項の規定により設立された法人で専修学校若しくは各
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村田 洋（むらた ひろし）     東京通信大学 情報マネジメント学部 教授 
木村 和也（きむら かずや）    産業能率大学 非常勤講師 
川嶋 啓右（かわしま けいすけ）  東京通信大学 情報マネジメント学部 教授 
藤田 則貴（ふじた のりたか）   東京通信大学 人間福祉学部 助教 
重村 智計（しげむら としみつ）  東京通信大学 情報マネジメント学部 教授 
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